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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

郵便事業にとって,昭 和55年 度の最大の課題は事業財政の再建であった。

51年1月 の郵便料金改定で一時好転 した事業財政も,53年 度か ら再び欠損

を生 じ,54年 度末における累積欠損金は2,124億 円に達した。

こうした中で,54年10月 郵政審議会に対 し,郵 便事業財政を改善する方策

について諮問 し,同 年12月 「この際郵便料金の改定を行 うことはやむを得な

い」旨の答申を得た。 この答申の趣旨に従い,郵 便事業財政を改善するなど

のため封書60円,葉 書40円(た だ し,55年 度中は30円)と し,料 金改定の実施

時期を55年10月 からとする内容を織 り込んだ 「郵便法等の一部を改正する法

律案」が第91回通常国会に提出されたが,審 議未了のため廃案となった。同

内容の法律案が再度第92回特別国会に提出され,第93回 臨時国会に引き継が

れ,実 施時期を修正の上,成 立をみた。その結果56年1月20日 から封書,葉

書の料金が改定され,ま た,省 令で定めることとされている第三種郵便物,

第四種郵便物及び特殊取扱いの料金の改定も同時に実施され,55年10月1日

から実施された小包郵便の料金の改定と併せ,懸 案であった事業財政の建て

直 しを図る第一歩が踏み出された。

また,今 回改正された郵便法では,料 金の改定のほかに,郵 便事業に係る

累積欠損金が解消されるまでの間,一 定の範囲及び条件の下で第一種郵便物

及び第二種郵便物の料金は,郵 政大臣が郵政審議会に諮問 した上,省 令で定

めることができることとされた。
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郵便物数の動向についてみると,55年 度の年間総引受物数は,約158億 通

(個)で 前年度に比べ約5億 通(個),率 にして3.1%増 加 した。 しか し,内

国小包郵便物は,料 金改定後大幅な減少を示 したこともあって,前 年度に比

べ7.7%減 少 した。

事業財政についてみると,55年 度は,当 初55年10月1日 からの料金改定を

予定 し,24億 円の黒字を見込んでいたが,小 包郵便物を除く他の郵便物の料

金改定実施時期が遅れたことなどにより,371億 円の欠損とな り,55年 度末

における累積欠損金は2,495億 円に増加 した。

郵便業務運行は,年 度当初から業務運行体制の確立,送 達速度の安定 と正

規取扱いの励行,業 務運行困難局個別対策の強化を図 り,業 務の正常運行の

確保に努めた結果,年 間を通 じておおむね順調に推移 した。 また,年 間を通

じて最大の繁忙期である年末年始においても年賀郵便物,一 般郵便物とも一

部に雪害により滞 りが生 じたものの,全 体としては極めて順調な送達を確保

し,元 日には22億3,800万 通の年賀郵便物を配達 した。

近年,郵 便物数の伸びが鈍化の傾 向を示 しているが,事 業の健全運営のた

めには積極的に郵便需要を拡大 し,収 入の確保を図ってい くことが欠かせな

い要請となっている。

郵政省では収入の確保のために,大 口利用者を対象としたコソサルタン ト

活動,ダ イ レク トメールの利用促進を図るためのDM講 習会の開催,手 紙の

良さを国民に知ってもらうための 「ふみの日」キャンペーンの展開等各種の

施策の充実強化にも努力 している。更に,国 民のニーズに合った新 しい商品

やサービスの開発にも努めてお り,55年 度においては広告つき葉書の発行の

ための諸準備やファクシミリ型電子郵便の実験サービス開始に向けての諸準

備等に積極的に取 り組んできた。
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第2節 郵便事業の現状

1郵 便物数の動向

55年 度 の総 引 受 郵 便物 数 は,157億8,669万 通(個)で,前 年 度 に 比 べ約5

億 通(個),3.1%増 加 した 。

内 国郵 便 物 の うち通 常 郵 便 物 は,56年1月20日 に料 金改 定 が 行 わ れた が,

内 国通 常 郵 便物(年 賀 郵 便 物 及 び選 挙 郵 便 物 を 除 く=平 常 信)は,年 度 通 算

では3,8%増 加 した 。

一 方
,小 包 郵 便物 は,55年10月1日 の料 金 改定 後 減少 し,年 度 通 算 で は

7.7%の 減 少 とな った。

以 下,55年 度 の郵 便 物 数 の 主 な動 きを 種 類 別 に み る と第2-1-1表 の と

お りで あ る。

内国 通 常 郵便 物(平 常 信)の うち,第 一 種 郵 便物 は,全 体 の 郵便 物 数 の伸

び を上 回 り,5.0%増 加 した。 また,料 金 が据 え置 か れ た 郵便 書簡 は,56年

1月 以 降大 幅に 増 加 し,年 度 通 算 で も3.1%と46年 度 以 来 の増 加 とな った 。

第二 種 郵 便 物 は,52年 度 以来 大 き な伸 び を示 してい た が,料 金改 定 率 が 比

較 的大 きか った こ との影 響 や,前 年 度 の伸 び率 が 大 きか った こ とな ど もあ っ

て,全 体 の郵 便 物 数 の 伸 び よ り低 い2.6%の 増 加 に と ど ま った 。

書 留通 常 郵 便 物 は3.3%増 加 した。 書 留通 常 の 内 訳 を み てみ る と,一 般 書

留 は0.6%減 少 した が,41年 度 に取 扱 い が始 ま っ てか ら毎年 増 加 して きた 簡

易 書 留 は9.8%増 加 し,書 留 に 占め る割 合 は,当 初 は10%程 度 で あ った もの

が,55年 度 では 約40%に 達 した 。 な お,一 般 書 留 の うち現 金 書 留 は,50年 度

の9,900万 通 を ピー クと して,そ の 後 は 減少 傾 向が続 い て い るが,本 年 度 も

0.8%の 減 少 とな った。

次 に 内 国小 包 郵 便物 は,55年10月1日 か らの料 金 改定 の影 響 もあ って7.7

%減 少 した。 小 包 郵 便物 を一 般 小 包 と書 籍 小 包 とに分 け てみ る と,一 般 小 包
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第2-1-1表55年 度総 引受郵便物数

単位:千 通(個)

区 別

総

内

平
通
普
第

小

定

計

国

常 信
常
通
種
形

市 内特 別
郵便 書簡
そ の 他

定 形 外市 内特 別

そ の 他
第 二 種
第 三 種
低 料 扱 い
そ の 他

第 四 種
通 信 教 育
盲人用点字等農

産種苗等
学術刊 行物

特
書

簡

現
そ

普 通 速

普
書

普
(書

年
選

外

通
小

簡
通 速

国(差

殊
留
般
金

の 他
易
達
包
通
留
般
易達

籍)賀

挙

立)

常
包

計

物 数1増減割合

15,786,687

15,675,056

12,738,164

12,554,242

11,922,539

5,553,404
4,998,839

466,578

1,243

4,531,018

554,565

13,254

541,311

5,148,195

1,197,769

629,695
568,074
23,171
15,198
2,645
1,643
3,b85

631,703
270,783
161,903
79,538
82,365

108,880
360,920
183,922
157,858

7,498

6,094
1,404
18,566

(59,784)
2,882,705

54,187

111,631

109,288

2,343

切 手ち ょう付

物 数1増減割合

3.1

3。1

3,6

3,8

3。8

5。0

4.9

2.7

3,1

5,2

5.7

0.1

5.9

2,6

2.9

△0,6

7,1

0.7

ム3.7

14.6

3.3

10.5

3。7

3。3

△0.6

△0.8

△0.5

9.8

4.1

△7.7

△7。o

△10,2

△11.3

△5.1

△12,4

(△5.6)

3.1

△53,0

6.4

6.3

11.2

9,304,416

9,192,785

6,255,893

6,141,077

5,606,640

2,957,455

2,633,137

931

1,243

2,630,963

324,318

33

324,285

2,551,517

87,486
39,657
47,829
10,182
6,684
2,645

378
475

534,437
199,659
146,193
78,645
67,548
53,466
334,778
114,816
91,230
6,446
5,413
1,033

17,140
(14,329)

2,882,705
54,187

111,631

109,288

2,343

料 金別納・料金後納

物 数 増減割合

1.26,482,271

1.26,482,271

L36,482,271

1.46,413,165

L36,315,899

3.92,595,949

3.92,365,702

10。4465,647

3.1

3.91,900,055

4.5230,247

△10,813,221

4.5217,026

ハ1.62,596,678

△0.21,llO,283

△2.6590,038

1.8520,245

11.712,989

10.88,514

14.6

△10.61,265

34.93,210

3.497,266

2.171,124

△0.015,710

△O.7893

0.814,817

8.555,414

4.226,142

△6,269,106

△4.666,628

△10.81,052

△ll.6681

△6.4371

△12.31,426

(0.1)(45,455)

3.1

△53.0

6.4

6.3

1L2

5.9

5.9

5.9

6.1

6。1

6.3

6,2

2.7

7.1

7,5

0.2

8.0

7.2

3.2

凸0.5

7.7

△6.5

△12.6

8.3

7.6

5.6

6.9

凸5.8

△3.5

△6.O

lL1

2。3

△10.1

△10.1

△6.3

△8.8

△L3

△12,4

(△7.3)

(注)1.

2.

3.

4.

△印は,減 を示す。

小包の(書 籍)は 再掲 である。

年賀 ・選 挙 ・外 国郵便物 については,全 部を 「切手ち ょう付」に含 めた。

「切手ち ょう付」には,料 金計器別納,無 料等を含む。
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は8.7%減 少 し,こ の と ころ 毎年 度 大 きな 伸 び を続 け てい た 書 籍 小 包 も5.6%

の 減 少 とな った。

年 賀 郵 便物 は,3.1%増 加 した 。

選 挙 郵 便物 は,53.0%減 少 した。55年 度 は,衆 議 院 議員 総 選 挙,参 議 院 議

員通 常選 挙 が行 わ れ た が,54年 度 は,衆 議 院 議 員 総 選 挙 に加 え て統 一 地 方 選 挙

等 が あ り,伸 び 率 が 大 きか った こ と もあ って,55年 度 は 大 幅 な減 少 とな った。

外 国(差 立)郵 便 物 は,6.4%増 加 と順 調 な伸 びを 示 した。

2郵 便局等

(1)郵 便局

55年 度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数を,54年 度末現在のそれ

と比較すると,第2-1-2表 のとお りで,前 年度末現在に比べ総数で195

局の増加であるが,内 訳は集配普通郵便局が15局,無 集配特定郵便局が158

局,簡 易郵便局が49局 のそれぞれの増加,集 配特定郵便局が27局の減少とな

っている。

(2)郵 便局舎の改善

55年度末現在における普通郵便局の局舎総面積は,約382万m2で あ り,

55年度においては,54年 度に比べ約24万m2の 局舎面積の増加が図 られた。

第2-1-2表 郵便局数の推移

区 別

54年 度 末

55年 度 末

対前年度末
増 減(△)数

総 計

22,810

23,005

195

普 通 郵 便 局

計

1,186

1,201

15

集

配

局

1,ll9

1,134

15

無

集

配

局

46

46

0

集

中

局

4

4

0

鉄
道
郵
便
局

14

14

0

船
舶
内
郵
便
局

3

3

0

特定郵便局

計

17,455

17,586

131

集

配

局

4,617

4,590

△27

無

集

配

局

12,838

12,996

158

簡

易

郵

便

局

4,169

4,2i8

49



一92一 第2部 各 論

第2-1-3表 年度別普通郵便局局 舎状況

年 度 末

51

52

53

54

55

全国普通郵

便局総局数

局

1,L42

1,161

1,174

1,ユ82

1,197

指 数

100

102

103

104

105

全 国普通

郵便局局舎

総 面 積

千 ㎡

2,986

3,227

3,441

3,586

3,821

指 数

lOO

lO8

115

120

128

普通郵 普通郵便局

難 暑1局 当たり
局 数 平 均面 積

局

41

53

53

46

51

㎡

2,615

2,780

2,931

3,034

3,192

指 数

100

106

112

116

122

年末年始郵便
業務繁忙期に
おける仮設局
舎等総面積

千 ㎡

162

165

151

163

151

指 数

lOO

102

93

101

93

(注)船 舶局3局 及 び昭和基地内局は含んでいない。

最近5年 間における普通郵便局の局舎総面積及び普通郵便局の1局 当た り

平均面積の増加状況は,第2-1-3表 のとお りである。 これによると,51

年度末を100と した場合,55年 度末で前者は128,後 者は122と なってお り,

総体 として普通郵便局の局舎事情は順調に改善されてきているといえる。

しか し,個 別的にみると全国主要拠点局の中で改善の遅れているものがあ

り,ま た,一 般局についても主 として大都市及びその周辺所在局のほか,地

方都市所在の小規模普通局の中に改善を要する局舎が,な お存在 している。

また,年 末年始において,多 量に差 し出される小包や年賀葉書を処理するた

めに要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-3表 のとお りであるが,

都市部における用地の確保難等 もあ り,仮 設局舎の建設に当たって困難な条

件が付加 されるようになってきている。普通郵便局の局舎については,今 後

とも郵便物を効率的かつ円滑に処理 し,時 代の進展に対応 した郵便サービス

を確保 していくため,引 き続きその改善を図っていくことが必要な状況にあ

る。

なお,特 定郵便局の局舎についても,55年 度において500局 の改善が実施

された。

(3)郵 便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさばき所

郵便切手類売 りさぼき所及び印紙売 りさぼき所は,郵 便局の補助的施設と

して,郵 便切手類及び印紙の売 りさばき業務を行っている。
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55年 度末 に おけ る全 国 の売 りさ ぽ き所 は11万2,457箇 所 とな ってい る。

3集 配施設

(1)取 集 サ ー ビス

ポ ス トの 設置 数 は,55年 度 末 で14万2,801本 と な っ てい るが,同 年 度 中 に

大 都 市 や そ の近 郊 な ど,地 況 の 発展 の 著 しい と ころ を 中心 に1,157本 増 設 し

た 。 そ の普 及 状 況 は,1本 当 た り人 口819人,面 積2.6km2で あ り,諸 外 国

の 普 及 状況 と比 較 してみ る と第2-1-4表 に み られ る とお り,お お む ね 同

程 度 とな ってい る。

第2-1-4表 国別郵便ポス ト普及状況

(1979年 度)

訳
日 本

米 国

英 国

西 独

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

郵便 ポス ト数

142,801

366,703

100,000

109,651

156,420

54,000

本

1本 当 た り人 口

819

574

558

559

343

1,056

人

1本 当た り面積

2.6

25.5

2.4

2。3

3.5

5。6

㎞2

(注)1.UPU郵 便 業 務 統 計表 に よる。

2.日 本 は1980年 度 資 料 に よる。

3.米 国 は1973年 度 資 料 に よる。

4.英 国 は1978年 度 資 料 に よる。

ポス トからの取集度数は郵便の利用状況等により1日1度 から5度 までの

間で設定 してお り,安 定的かつ効果的な取集サービスの確保に努めている。

(2)配 達サービス

ア.配 達区及び配達度数

配達区(1日1人 が配達を分担する区画)は,55年 度末現在5万374区 で

あ り,発 展する大都市及びその周辺部を中心に増加 した。

なお,過 疎過密化現象の進行に即 して人口希薄な地域の配達区を併合する
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などして再編成 し,そ れに よって減 じた区を過密地域に増区する努力も引き

続 き行 っている。また,55年 度末現在の配達度数別の配達区画の現状は,第

2-1-5表 のとおり2度 配達区が約半数を占めている。

諸外国における2度 配達区域は第2-1-6図 のとお り,ご く限られた地

域 となっており,し かも配達度数は次第に減回の傾向にある。

我が国においても,配 達度数については,事 業の効率的運営を図る観点か

第2-1-5表 郵 便配 達区画の状況

度 数

区 別

1度 配 達

2度 配 達

配 達 区

区 数 構 成 割 合

27,616

22,758

区
54.8

45.2

%

計 50,374 loo

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

%
0

第2-1-6図 諸 外国の配達度数

2与52

98 100 95 95 98

45

55

囮2度 配達

口1度 配達

ア 西 カ オ

メ 支

リ ナ ㌻
力 独 ダ 夢

(注)51年 調 査 。 た だ し,

ノ 日

,し

望
i本

日本は55年 度末現在。
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ら見直 しを進めているところであ り,56年3月 から一部の局で従来通常郵便

物を2度 配達 していた地域を1度 にする実験を開始 した。

イ.速 達配達

速達配達地域は,配 達を受け持つ郵便局から陸路4km以 内の場所及び4

kmを 超え8km以 内の住宅等が集中する場所の うち郵政省において必要と

認める場所とされている。55年 度末現在では全国の世帯数の約93%に 相当す

る約3,350万 世帯が速達配達地域内となっている。

ウ.辺 地集配

郵便の集配サービスについては,原 則として毎日各戸配達のサービスを提

供 しているが,交 通が困難な辺地等については,郵 便規則第85条 を適用 し

て,年 間を通 じ,又 は期間を限って郵便局の窓口において交付 し,あ るいは

郵便局長の指定する場所に設置された集合受箱,又 は受取人が配達区域内に

指定 した受取場所に配達する方法をとっている。現在これらの方法により,

郵便物が交付又は配達される世帯は約7千 世帯である。

(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与える影響は大きい。特に都

市及び近郊地においては,既 成市街地の再開発や新市街地の開発等による高

層建築物の増加,地 番の混乱,人 口・世帯の集中,交 通規制の 強化等によ

り,次 第に集配作業環境は悪化 している。したが って,円 滑な集配サービス

を提供するには,郵 政省の経営努力とともに,利 用者や地方自治体等の協力

を得て作業環境の改善を図る必要がますます大きくなっている。これまでの

施策の状況は次のとお りである。

ア.高 層建築物への配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対す る配達作業を効率的に

するため,36年5月 の郵便法及び郵便規則の改正により,3階 層以上のエレ

ベーターのない建築物については,そ の出入 口付近に郵便受箱を設置するこ

とを郵便の配達を受けるための条件とした。一方,エ レベーターのある高層

建築物についても,郵 便配達作業の円滑な運営を図るため,53年12月 に郵便
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規則の一部を改正 し,他 の高層建築物 と同様にその出入口付近に郵便受箱を

設置すべきものとし,54年4月1日 か ら施行 した。

なお,既 存の高層建築物で設置されていないものについては,57年3月31

日までに設置すべきものとしているが,で きるだけ早 く所定の郵便受箱が設

置されるよう積極的な勧奨を進める必要がある。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めてきたが,55年 度末現在で全配達箇所数

(高層ビルを除 く。)3,243万 箇所の うちの91.3%(内 訳:郵 便受箱77.2%,

ドア等の差入口14.1%)に 当たる2,962万 箇所の設置協力が得られた。 しか

し,な お多数の未設置箇所があることから,今 後とも引き続き強力に勧奨を

進めていく必要がある。特にアパー トなど二階建て集合住宅等については配

達作業が難渋 している実情もあ り,こ れが集中している地域においては集合

受箱の設置を積極的に勧奨 してい くこととしている。

このほか,53年 度から社宅,別 荘地,商 ・工業団地等住宅や事業所が平面

的に集中している地域において,各 戸の郵便受箱を地域集合受箱として,そ

の地域内の1又 は数箇所にまとめて設置 し,こ れに配達することを実施 して

いる。

また,郵 便受箱が設置されていても,氏 名札が掲出されていない箇所も相

当数あ り,こ れについても積極的に勧奨を行ってい く必要がある。

ウ.住 居表示

地番等の混乱に よる作業難を解消するため,37年5月 「住居表示に関する

法律」が施行されて以来,今 日まで郵政省は関係機関と協力して住居表示の

実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番号表示板

を寄贈するなどのパ ック・アップを してきたところである。 しか し,55年9

月末の進ち ょく率は地方 自治体の実施計画数1,766万 世帯に対 して,実 施済

世帯数は1,290万 世帯で実施率73%(全 世帯に対 しては36%)に す ぎず,か

つ,最 近は実施率が伸び悩んでいる。郵政省では,こ うした住居表示の実施
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に関 し,地 方自治体の財政的側面への援助を図る目的で,46年 度か ら簡易保

険積立金に よる短期融資の道を開いている。

(4)郵 便集配用機動車

郵便外務員の労力の軽減と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自

動二輪車の導入を進めてきたが,55年 度末現在で全国の配備車両数は軽四輪

車が4,322両,自 動二輪車が5万4,612両,計5万8,934両 となっている。こ

れ らの機動車の配備状況は第2-1-7表 のとおりである。

第2-1-7表 郵便集配作業用機動車の配備状況

訳
51

52

53

54

55

軽 四 輪 車

3,839

3,988

4,103

4,213

4,322

両

自動二輪車

51,738

52,073

52,798

53,725

54,612

両

計

55,577

56,061

56,901

57,938

58,934

両

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集関係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,55年 度末で全国の集配普通局1,134局 のうち262局 において郵便専用自

動車に よる郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ.小 包配達関係

都市における労働力確保難に対処するため,45年 か ら小包配達の外部委託

を試行 してきたが,最 近では民間能力の積極的導入を図るため委託の拡大を

進めた結果,55年 度末現在の受託者は約450人 となっている。

ウ.辺 地における集配関係

山間地 ・離島等辺地においては,取 扱物数がぎん少であ り,地 況 ・交通事

情等の関係で職員が郵便局から直接集配することが困難な場合等 が あ るの

で,集 配作業を外部に委託 している。これらの委託区は,55年 度末で約1,500
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区となっている。

(6)郵 便私書箱の利用状況

集配郵便局や大都市の高層 ビル内の無集配郵便局等には,郵 便私書箱が設

置されている。55年 度末における郵便私書箱の設置数は約9万8千 個 で あ

り,こ の うち約5万3千 個が利用されている。

4郵 便輸送

(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力とし,近 距離及び大都市内

は自動車を主力にして行 っている。

55年度末現在におけるこれらの輸送施設の現況は第2-1-8表 のとおり

で,鉄 道,自 動車,航 空機の三輸送機関で,全 体の延距離の95,2%を 占めて

いる。

第2-1-8表 郵便輸送施設の現況

(55年度末現在)

訳
鉄 道

自 動 車

航 空

船 舶

道 路

計

線 路 数

線 路
113

3,378

69

140

2,152

5,852

構成比

%

1,9

57.7

1。2

2.4

36。8

100.O

単 キ ロ程

㎞

22,228

66,714

46,996

16,813

3,065

155,816

構成比

%
14.2

42.8

30.2

10.8

2.O

lOO.0

1日 延 べ

キ ロ 程 構成比

㎞

233,971

258,867

178,293

25,456

8,377

704,964

%

33.2

36.7

25.3

3.6

1.2

100。0

(注)道 路 とは,自 転車,徒 歩等に よる輸送をい う。

(2)郵 便輪送施設の推移

郵便輸送施設の推移をみると,第2-1-9表 のとお り,自 動車,航 空の

施設が大幅に増加している。これは,国 鉄 ・私鉄における合理化の推進にょ

り,郵 便輸送に適さな くなった線路がでてきた反面,道 路状況が改善される

などによりそれぞれ自動車輸送に切 り替えられたこと,ま た,航 空便の大幅



第1章 郵 便 一99一

第2-1-9表 郵便 輸送施設の変遷(1日 当た リ延ベキ ロ程)

(単位:㎞)

状
40

45

50

55

計

452,122
(loo)

535,795
(119)

678,917
(150)

704,964
(156)

鉄 道

169,771
(100)

197,771
(ll6)

250,704
(148)

233,971
(138)

自動車

156,722
(loo)

189,850
(121)

236,625
(151)

258,867
(165)

航 空

84,016
(100)

111,380
(133)

155,771
(185)

178,293
(212)

船 舶

17,909
(100)

17,927
(100)

24,993
(140)

25,456
(142)

道 路

23,704
(100)

18,867
(80)

10,824
(46)

8,377
(35)

(注)1.()内 は40年 度末を100と した指数である。

2.「 道路」欄 は,自 転車,徒 歩等に よる輸送である。

な開 設 に よる もの で あ る。

な お,55年 度 に お い て も,55年10月1日 の国 鉄 ダイ ヤ改 正 等 に 伴 い,鉄 道

及 び 自動 車 輸送 の一 部 調整 を 行 った。

5郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するため,こ れまでに東京,大 阪両都市に集中処

理局を建設 したほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分機,郵 便物

自動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,書 留複写機,局 内搬送機器等の

各種機械の配備を行 ってきた。また,中 小規模の郵便局に適 した機械の開発

と配備の拡充に努めてきた。

(1)主 要機械の配備状況 、

55年 度においても,引 き続き各種機械類の配備を行った。

55年度末における配備状況は第2-1-10表 のとお りであ り,過 去5年 間

の配備状況の推移は,第2-1-11表 のとお りである。

(2)機 械の改良及び開発

55年度においても機械の性能向上,機 能の拡大及び機械の小型化 に 努 め

た。郵便番号 自動読取区分機については,中 規模局向けの小型で経済的な機

械の配備を進めるとともに,中 規模局向けの選別台付自動取 りそ ろ え押 印
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第2-1-10表 主要郵便機械配備状況

(55年度 末現在)一
郵便番号自動読取区分機(大 型)

郵便番号自動読取区分機(小 型)

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取 りそろえ押印機

小包区分装置

局

77

32

96

92

23

台

109

32

114

92

54

うち72局89台 は 郵 便物 の 選 別

}
か ら取 りそろえ,押 印,区 分
までを一貫 して 自動処理 する
連動 システ ムとな っている。

回 転 式,バ ン コ ンベ ヤ式,斜

行 ベ ル ト式

第2-1-11表 主要郵便機械配備状況の推移瀬
郵便番号自動読取区分機(大 型)

郵便番号自動読取区分機(小 型)

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取りそろえ押印機

小包区分装置

51

99

106

37

47

台

52

101

107

57

51

台

53

102

2

108

71

52

台

54

105

15

112

81

53

台

55

109

32

114

92

54

台

機,卓 上型の書留複写機,簡 易型の書状 自動押印機の配備を拡充 した。

郵便窓 口引受用セルフサービス機については,渋 谷局のほか9局 において

引き続き実用実験を行っている。また,53年 度に多種類の切手を発売できる

新型の郵便切手発売機を開発 したが,そ の後,更 に機能等の改良を加え,55

年度には領収証も発行でぎる切手 ・葉書の発売機を開発 し,実 用実験を開始

した。

更に,書 留通常郵便物の引受局記号番号を,バ ーコードで表わ し,受 領証

及び送達証等の作成作業を機械的に行 う実験を54年 度に本所局,56年 度には

神田局を追加して実施 している。また,55年 度か ら小包区分装置への郵便物

のあて先情報を従来の打鍵による方法に代え,人 間の音声により入力する実

験を東京北部小包集中局で行 っている。

(3)機 械稼動効率の向上

郵便作業の機械化は,郵 便番号制等に対する利用者の協力により比較的短
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時 日の間に成果を上げることができたが,今 後は,機 械配備の拡充,新 分野

の機械化等に努める一方,既 存の機械の効率的使用について十分配意 してい

くことが必要である。このため,郵 便番号の適正な記載等について,な お一

層利用者の協力を仰ぐとともに機械運用体制を充実,強 化するなど機械処理

物数の増大を図る方策を検討 し進めてい くこととしている。

6要 員

55年 度 末 現 在 の 郵 便 事業 定 員 は 総 人 員13万9,341人 で,前 年 度 と比 較 す る

と16人 減 少 して い る。

最 近10年 間 の 郵 便物 数 の増 加 と定 員 の伸 び を 比 較す る と第2-1-12表 の

とお りで あ る。 これ に よる と,45年 度 を100と した 場 合,55年 度 に おい て は

郵 便物 数 は134,定 員 は111で あ って,郵 便 物 数 が増 加 した ほ どに は定 員 は 増

加 して い ない 。

第2-1-12表 郵便物数 と郵便事業定員 の推移

訳
定 員

郵 便 物 数

45

人

i25,898

(100)

百 万 通

11,797

(100)

50

人

134,387

(107)

百 万 通

14,121

(120)

55

人

139,341

(111)

百 万 通

15,787

(134)

(注)()内 は45年 度 を100と した 指数 で あ る。

これは,集 配運送施設の改善,作 業の機械化 ・合理化等を進めて,要 員の

節減を図る努力をしていることなどによるためである。

郵便の取扱事務量は 日又は月により波動性が大きいが,こ れについては職

員の時間外労働あるいは非常勤職員の雇用により対処 している。

7郵 便事業の財政

郵便事業は,人 件費が約70%を 占め,更 にこれに準ずる経費を加えると人

件費的経費が約90%を 占める労働集約性の高い事業であるため,本 来賃金コ
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ス トの上昇に弱い体質を持っている。近年における我が国の賃金水準は,年

々上昇を示 し,こ のため経費が増大 していく傾向は避けられず,郵 便事業財

政を圧迫 してきた。最近における郵便事業の財政状況は第2-1-13表 のと

お りである。郵便事業財政は,48年 の石油危機に端を発 した人件費や諸物価

の高騰により,49年 度以降大幅な赤字に転 じ,50年 度(51年1月)に 郵便料

金の改定が行われたが,既 に生 じていた多額の累積欠損金は,51年 度に繰 り

越されることとなった。

第2-1-13表 郵便事業 の財政状況

(単位:億 円)

区 別
151年 劇52年 劇53年 劇54年 度155鞭

収 益

郵 便 業 務 収 入

そ の 他 雑 収 入

費 用

人 件 費

物 件 費 等

利 益 又 は △欠 損

累 積 欠 損 金

7,658

7,065

593

7,038

4,968

2,070

620

△1,894

8,012

7,319

693

7,799

5,528

2,271

213

△1,681

8,280

7,503

777

8,499

5,896

2,603

凸219

△1,900

8,691

7,895

796

8,915

6,235

2,680

△224

△2,124

9,402

8,539

863

9,773

6,842

2,931

△371

△2,495

51年度及び52年度は,料 金改定等により単年度で黒字 とな り,累 積欠損金

も一時減少したものの,53年 度から単年度で再び赤字 となった。その結果,

郵便事業財政は,54年 度末において2,124億 円もの累積欠損金を抱え,こ の

改善が喫緊の課題 となっていたが,先 の第93回 臨時国会において 「郵便法等

の一部を改正する法律」が成立 して,56年1月20日 から郵便料金の改定が実

施 され,55年10月1日 から実施 した小包料金の改定と併せ懸案であった郵便

事業財政の建て直 しを図る第一歩が踏み出された。

しか し,55年 度は,当 初55年10月1日 からの料金改定を予定 し,24億 円の

黒字を見込んでいたが,小 包を除 く他の郵便物の料金の改定実施時期が遅れ

たことなどにより,371億 円の欠損とな り,55年 度末における累積欠損金は

2,495億 円に増加 し,事 業財政はなお厳 しい状況におかれている。
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第1章 郵

(1)外 国郵 便 物 数 の 動 向

ア.概 況

55年 度 の 外 国郵 便 物 数 は,第2-1-14表 の とお りで あ る。

便 一103一

第2-1-14表55年 度の外国郵 便物数

(単位:千 通(個))

区 別

航 空 便

船 便

計

外 国 あ て

通 常 小 包

95,885

13,403

109,288

1,605

738

2,343

外 国 来

通 常 小 包

86,119

29,851

115,970

815

769

1,584

これ を 対 前 年 度 比 で み る と,外 国 あ て の も のに つ い て は,航 空 郵 便 物 は

7.3%の 増 加,船 便 郵 便 物 は0.2%の 減 少 で あ り,外 国 あ て郵 便 物 全 体 と して

は6.4%の 増 加 であ った 。

一方
,外 国来 郵 便 物 を対 前 年 度 比 で み れ ば,航 空 郵 便物 は0.9%の 減 少,

船 便 郵 便物 は8.7%の 減 少 で あ り,外 国来 郵 便 物 全体 と しては3.0%の 減 少 で

あ った。

次 に,外 国 あ て と外 国 来 の郵 便 物 数 を 比 較 して み る と,通 常 郵便 物 に つ い

ては 外 国 来 の も のが 外 国 あ て の も の よ り多 く,小 包 郵 便 物 に つ い ては 外 国 あ

て の もの が 外 国来 の もの よ り多 い とい う従 来 か らの傾 向が 続 い て い るが,通

常 郵 便 物 に つ い ては,こ の差 は次 第 に 縮 ま って い る。

イ.船 便,航 空 便 別 の 利用 動 向

こ の10年 間 に お け る外 国あ て 郵便 物 の動 きを み る と,10年 前 に比 べ て 通 常

郵 便物 で航 空 便 が13.8%増 加 して い る のに 対 して,船 便 は53.4%減 少 して お

り,航 空 便 と船 便 の物 数 比 は,45年 度 にお い て航 空便75に 対 して船 便25で あ

った ものが,55年 度 で は88:12と 格 差 を 広 げ て い る。

また,小 包 郵 便 物 につ い ては,10年 前 に 比 ぺ て航 空 便 が38.1%増 加 して い
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るの に対 して船 便 は44.9%減 少 して お り,航 空便 と船 便 の物 数 比 は,46:54

で あ った もの が69:31に 逆 転 してい る。

一 方
,外 国 か ら到 着 す る郵 便 物 に つ い て は,10年 前 に比 ぺ て 通 常 郵 便 物 で

航 空 便 が4.2%増 加 してい るの に対 して船 便 は24.9%減 少 して お り,航 空 便

と船 便 の利 用 比 は,45年 度 にお い て68:32で あ った も のが,55年 度 で は74:

26に な って い る。

小 包 郵便 物 につ い ては,10年 前 に 比べ て航 空 便 が57.9%増 加 してい る のに

対 して船 便 は6.6%減 少 してお り,航 空 便 と船 便 の物 数 比 は,39:61で あ っ

た ものが51:49に 逆 転 して い る。

以上 の とお り,外 国 郵 便 の 利用 形 態 は,船 便 か ら航 空 便 へ 移 行 す る傾 向が

続 い てい る(第2-1-15図 ～第2-1-18図 参 照)。

(2)外 国郵 便 物 の 地 域 別 交 流 状況

55年 度 の調 査 に よれ ば,外 国 あ て郵 便 物 中,通 常 郵 便 物 に つ い て は,ア ジ

アが31.1%で 前 年 度 に 引 き続 い て 第1位 を 占 め,次 い で29.7%の 北 ア メ リ

カ,25.6%の ヨ ー ロ ッパの 順 とな って い る。

また,小 包 郵 便 物 に つ い ては,北 ア メ リカが32.9%で 依 然 と して第1位 を

占め,次 い で32.7%の ア ジ ア,22.2%の ヨ ー ロ ッパ と こ こ数 年 来 の順 位 に変

動 は な い。

一 方
,外 国 か ら到 着 す る郵 便 物 に つ い て は,通 常 郵 便物 及 び小 包 郵便 物 と

もに,北 ア メ リカか らの もの が 最 も多 く,特 に,小 包 郵便 物 は50.9%と 圧 倒

的 な比 率 を 占 め てい る。

通 常郵 便 物 につ いて は,37.1%の 北 ア メ リカに次 い で,33.6%の ヨー ロ ッ

パ,21.9%の ア ジ アの 順 とな って お り,ま た,小 包 郵 便 物 につ い ては,北 ア

メ リカに次 い で,22,8%の ヨ ー ロ ッパ,22.3%の ア ジ アの 順 とな って い る(第

2-1-19図 参 照)。

(3)外 国 通 常 郵 便 物 の 種 類 別 利 用 状 況

航 空 郵 便 物 につ い て み る と,外 国 あ て及 び 外 国 来 と も書状 の利 用 が最 も多

く,そ れ ぞ れ69.7%及 び60.2%を 占 め てお り,次 い で 印 刷物,葉 書 の順 で あ
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る。 船 便 郵 便 物 で は 印 刷物 の利 用 が 断然 多 く,外 国 あ て及 び外 国 来 と も約90

%を 占 め て お り,次 い で 書状 の順 とな ってい る(第2-1-20図 参照)。
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第2-1-17図 年度別外国来通常郵便物数
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第2-1-19図 本邦発着外国郵 便物 の地域別構成(55年 度)
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第2-1-20図 本邦発着外国通常郵便物種類別利用比(55年 度)
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